〇　招　集　告　示
坂戸・鶴ヶ島消防組合告示第６号
　平成２３年１１月１１日第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を坂戸・鶴ヶ島消防組合消防本部に招集する。
　　　平成２３年１０月２８日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者　　伊　利　　　仁　　
〇　会　　期
　　平成２３年１１月１１日　１日間
　　　　　　　　　　　　　　　　〇応招・不応招議員
応招議員（７名）
　　　　　１番　　　新　　井　　文　　雄　　　　　　　　　２番　　　松　　村　　和　　子
　　　　　３番　　　内　　野　　嘉　　広　　　　　　　　　５番　　　藤　　野　　　　　登
　　　　　６番　　　山　　中　　基　　充　　　　　　　　　７番　　　吉　　岡　　修　　二
　　　　　８番　　　石　　川　　　　　清
不応招議員（１名）
　　　　　４番　　　水　　村　　義　　篤
平成２３年第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会
〇議事日程（第１号）　平成２３年１１月１１日
　日程第１　会議録署名議員の指名について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第２　会期の決定について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第３　諸報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　現金出納検査の結果について（監査報告第３号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第４　議案第１１号　専決処分の承認を求めることについて（埼玉県市町村総合事務組合を組織する
　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の数の減少、同組合の規約の変更及び財産処分について）　　　
　日程第５　議案第１２号　平成２２年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について　　
　日程第６　一般質問　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
午前１０時００分開会
　出席議員（７名）
　　　　　１番　　　新　　井　　文　　雄　　　　　　　　　２番　　　松　　村　　和　　子
　　　　　３番　　　内　　野　　嘉　　広　　　　　　　　　５番　　　藤　　野　　　　　登
　　　　　６番　　　山　　中　　基　　充　　　　　　　　　７番　　　吉　　岡　　修　　二
　　　　　８番　　　石　　川　　　　　清
　欠席議員（１名）
　　　　　４番　　　水　　村　　義　　篤
　説明のための出席者
　　　管理者　　　伊　　利　　　　　仁　　　　　　　副管理者　　　藤　　縄　　善　　朗
　　　会　　計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　市　　川　　なお美　　　　　　　消防長　　　石　　井　　利　　幸
　　　管理者　　　　　　　　　　　　　
　　　次　　長　　　田　　畑　　美紀雄　　　　　　　次　　長　　　斉　　藤　　幸　　憲
　　　庶務課長　　　加　　藤　　公　　司　　　　　　　予防課長　　　長　　澤　　之　　幸
　　　警防課長　　　宇津木　　三十夫　　　　　　　指令課長　　　長谷川　　正　　夫
　　　坂　　戸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鶴ヶ島
　　　　　　　　　　小　　川　　泰　　人　　　　　　　　　　　　　　小　　島　　一　　男
　　　消防署長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消防署長
　事務局職員出席者
　　　書　　記　　　髙　　橋　　長　　美　　　　　　　書　　記　　　齊　　藤　　清　　巳
　　　書　　記　　　庄　　司　　圭　　呂　　　　　　　書　　記　　　沼　　田　　淳　　司
　　　書　　記　　　林　　　　　辰　　哉
　　　◎開会及び開議の宣告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午前１０時００分）
〇山中基充副議長　議員の皆様、おはようございます。
　　本日は水村義篤議長が病気療養中のため欠席となっておりますので、地方自治法第106条第１項の規定によりまして、副議長の私が議長の職務を行います。
　　現在の出席議員７名、欠席議員１名でございます。
　　よって、定足数に達しておりますので、ただいまから平成23年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を開会し、直ちに本日の会議を開きます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎副議長のあいさつ
　　　　（山中基充副議長起立）
〇山中基充副議長　議事に先立ちまして一言ごあいさつを申し上げます。
　　本日、平成23年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を開会いたしましたところ、議員各位におかれましては、公私ともにご多用の中をご出席いただき、ここに開会の運びとなりましたことに対し、厚く御礼を申し上げます。また、説明者におかれましてもお忙しい中、管理者並びに副管理者をはじめ関係者のご出席をいただき、厚く御礼を申し上げる次第であります。
　　本日は、「平成22年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について」をはじめ２議案が提出されております。本組合充実のため、何とぞ慎重ご審議の上、適切なるご議決とともに、議事の運営につきましては格別のご協力を賜りますようにお願いを申し上げて、開会のごあいさつといたします。
　　　　（山中基充副議長着席）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議事日程の報告
〇山中基充副議長　議事の日程につきましては、お手元に配付のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎会議録署名議員の指名について
〇山中基充副議長　直ちに本日の議事に入ります。
　　日程第１・「会議録署名議員の指名について」を行います。
　　会議録署名議員は、会議規則第88条の規定により、議長において
　　８　番　　石　　川　　　　　清　議員
　　１　番　　新　　井　　文　　雄　議員
　の両議員を指名いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎会期の決定について
〇山中基充副議長　日程第２・「会期の決定について」を議題といたします。
　　お諮りいたします。今期定例会の会期は、本日１日といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇山中基充副議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、平成23年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会の会期は、本日１日と決定いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎諸報告
　　　　　現金出納検査の結果について（監査報告第３号）
〇山中基充副議長　日程第３・「諸報告」をいたします。
　　監査委員より、平成23年６月分から９月分の現金出納検査の結果報告がありました。お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。
　　次に、今期定例会に議事説明者として出席通知のありました者の職・氏名並びに事務局職員の職・氏名を一覧表として配付しておきましたので、ご了承願います。
　　以上で諸報告を終わります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第１１号、議案第１２号の一括上程について
〇山中基充副議長　お諮りいたします。
　　日程第４・議案第11号・「専決処分の承認を求めることについて（埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少、同組合の規約の変更及び財産処分について）」及び日程第５・議案第12号・「平成22年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について」を一括議題とすることにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇山中基充副議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、そのように決定いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第１１号、議案第１２号の一括上程、説明
〇山中基充副議長　日程第４・議案第11号・「専決処分の承認を求めることについて（埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少、同組合の規約の変更及び財産処分について）」及び日程第５・議案第12号・「平成22年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について」を一括議題といたします。
　　議案につきましては、お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。
　　提案理由の説明を求めます。
　　伊利管理者。
　　　　（伊利　仁管理者登壇）
〇伊利　仁管理者　議員の皆さん、おはようございます。
　　本日ここに、平成23年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を招集申し上げましたところ、議員各位におかれましては、極めてご多用の中にもかかわりませずご出席をいただき、重要案件のご審議をいただきますことは、当組合発展のためまことに喜びにたえないところであります。
　　また、11月６日に行われました特別点検には、早朝よりご臨席を賜り、衷心より厚く御礼を申し上げる次第であります。
　　それでは、ただいま議題となっております議案第11号及び議案第12号の２件につきまして、順次提案の理由を申し上げます。
　　はじめに、議案第11号・「専決処分の承認を求めることについて（埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少、同組合の規約の変更及び財産処分について）」でございますが、埼玉県市町村総合事務組合から鳩ヶ谷市を脱退させること及び同組合の規約を変更すること、並びに財産の処分について、平成23年９月６日付で専決処分をいたしましたので、地方自治法第179条第３項の規定により、本案を提出した次第であります。
　　次に、議案第12号・「平成22年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について」でありますが、予算現額24億122万8,000円に対しまして、歳入決算額は24億2,656万9,291円、予算現額に対しまして2,534万1,291円の収入増であります。また、歳出決算額は23億8,572万860円、予算現額に対しまして1,550万7,140円の減となり、歳入歳出差し引き4,084万8,431円の繰越金を生じました。
　　歳出の主なものを申し上げますと、議会費及び総務費につきましては、一般経常的経費であります。
　　常備消防費につきましては、人件費のほか、消防活動等に要した経常的経費であり、非常備消防費の坂戸市及び鶴ヶ島市消防団費につきましては、消防団活動に伴う報酬並びに運営費であります。
　　常備消防施設費につきましては、消防防災体制の整備充実を図るため、坂戸消防署のはしご付消防自動車、東分署の災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車、自動体外式除細動器、一般複合容器の購入に係る経費等であります。
　　坂戸市消防施設費につきましては、三芳野分団第２部の拠点施設改築工事及び同部の消防ポンプ自動車の購入並びに40立方メートル級防火水槽２基分の新設工事の投資的経費のほか、坂戸、鶴ヶ島水道企業団への消火栓設置費並びに維持管理費負担金であります。
　　鶴ヶ島市消防施設費につきましては、40立方メートル級防火水槽２基分の新設工事の投資的経費のほか、坂戸、鶴ヶ島水道企業団への消火栓設置費並びに維持管理費負担金であります。
　　次に、歳入の主なものを申し上げますと、89％を占める坂戸市及び鶴ヶ島市からの負担金をはじめといたしまして、はしご付消防自動車、災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車、消防ポンプ自動車の購入及び40立方メートル級防火水槽４基の建設事業に伴う組合債並びに災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車、防火水槽建設に対する国庫補助金のほか、前年度繰越金等となっております。
　　以上、決算の概要を申し上げましたが、平成22年度におきましても引き続き複雑多様化する災害への的確な対応と救急需要の対応及び広域消防応援体制をはじめとする消防防災体制の整備充実を図るため、消防施設等の整備を計画的に推進するとともに、経常的経費は極力節減に努め、限られた財源の有効活用に努力した次第であります。
　　本決算の内容につきましては、去る８月19日、消防本部会議室におきまして、監査委員さんにご審査をお願いをし、いずれも計数的に正確であり、かつ内容も正当なものと認められましたので、その意見書並びに行政報告書を付して、議会のご認定をいただきたく、地方自治法第233条第３項の規定に基づき、本案を提出した次第であります。
　　以上、議案第11号及び議案第12号につきまして提案理由を申し上げましたが、何とぞ慎重ご審議の上、速やかなるご議決を賜りますようにお願い申し上げまして、提案理由の説明といたします。
　　　　（伊利　仁管理者降壇）
〇山中基充副議長　以上をもって提案理由の説明は終わりました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第１１号の質疑、討論、採決
〇山中基充副議長　これより各案件につき単独質疑、討論、採決に入ります。
　　最初に、日程第４・議案第11号・「専決処分の承認を求めることについて（埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少、同組合の規約の変更及び財産処分について）」に対する質疑に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇山中基充副議長　質疑なしと認めます。
　　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇山中基充副議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第11号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり承認することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇山中基充副議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり承認されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第１２号の質疑、討論、採決
〇山中基充副議長　次に、日程第５・議案第12号・「平成22年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定について」に対する質疑に入ります。
　　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。議案第12号・「平成22年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算の認定」につきまして何点か質疑をさせていただきます。
　　まず最初、歳入のほうなのですけれども、ページ数は７と８ページになります。最初に、報告書のほうの７ページなのですけれども、今回の……７ページではないか、29ページですけれども、今回高速道路救急業務委託業務の負担金ということで516万9,000円ということで、年々若干額が増えているかなというふうに思いますが、今回の決算に当たりまして国の基準ですね、が若干前年度に比べて変わって係数が上がったのかなというふうに思いますが、その点についてご答弁をお願いします。
　　次に、その下の６款の組合債なのですけれども、これはページ、報告書の７ページですが、この平成22年度の起債の状況の中で、後のほうには起債のすべての報告が、41ページ以降ついておりますけれども、今回は坂戸市消防団三芳野分団の第２部拠点施設改築工事ということで請負事業がなされております。これが武蔵野銀行の利率が11年ということで、５年の年数とは若干借り入れの年数が違うと差が出るのかなと思いましたが、1.17％ということで結構高い利息になっておりまして、これの見積もり、合い見積もりか入札かの状況についてお尋ねします。
　　最後に、毎回指摘しておりますが、７款の国庫支出金につきまして、消防費国庫補助金が毎回ゼロで当初予算見積もっておりまして、それが2,073万5,000円ということで歳入がされております。これは当初予算に計上していくべきではないかと毎回一程度の計上を求めてまいりましたが、この点どうかということでお伺いしておきたいと思います。
　　歳入につきましてはこの３点で、歳出につきましてはページの９と10ページになりますが、費目というのは特別、一般管理費の給与費になるのかなというふうには思いますが、総務費の中の人件費を含めた問題です。報告書13ページになりますけれども、どこの市も今同じように年齢が高くなっているということで、毎回この点は指摘しておりまして、ことしも採用なさるということでいいと思うのですが、50代から59歳代の人が63名ということで、ここの10年で193人の総勢の約４分の１以上、強を占めているのではないかというふうに考えられるところから、こうした職員態勢の経験年数と若返りということですか、について最初にお伺いしておきたいというふうに思います。
　　また、あわせて病気欠席の人が人数としては、日数としては結構長くお休みの方もいらっしゃるようなので、こうした点補充状況はどうなっているのかと、体制はどうなっているのかということでお伺いしておきたいと思います。
　　次に、決算書の13、14ページなのですけれども、報告書では29ページになりますが、健康検査など委託料ということで健康検査も行われているのですが、これはなぜ27ページと申し上げたかといいますと、今回救急隊の……救急隊の出動が福島県にございました。私、前回も、これ29ページね、福島県第１次、第２次救急隊、そんなに長いこと行っていたということではございますけれども、４名と３名派遣されておりまして、非常に高い線量、放射能の線量だったということを心配いたしまして、ぜひこの点ではちゃんと検査するようにと、したほうがいいのではないかということを申し上げてまいりましたが、今回この健康診査に当たってこの点についてはどのように、特別に違った検査がなされなければならないと思うのですが、なされてきたのかということでお尋ねしておきたいと思います。
　　次に、備品購入費の中なのですが、これがどこの中に入っているかわかりませんけれども、消防用ホース問題は前から指摘してまいりました。今回も消防用のホースの除染とか、毎年交換していますけれども、そうした中で問題のあった消防ホースの問題については、どういうふうに改善されてきたか、今回のね。これも２年ぐらい前から申し上げてきたので、去年でことしもなければいいのですけれども、一程度ちょっと気になったので、58ページにもありますが、答弁をお願いしておきたいというふうに思います。
　　最後に、報告書の14ページになりますが、予算書のほうは13、14同じなのですけれども、いずれにいたしましてもここではすぐに費目が出てこないのですが、負担金、補助及び交付金というところに入っているということなのですが、同和の研修について、報告書の14ページの一番下のほうにありますけれども、ことしも参加しているということで、どういう状況に、どんな形態で参加してきたかということで、人権同和教育研修についてお尋ねしておきたいと思います。
　　以上です。
〇山中基充副議長　加藤庶務課長。
〇加藤公司庶務課長　松村議員さんの数点にわたるご質問の庶務関係についてお答え申し上げます。
　　はじめに、高速道路の救急業務費負担金の関係でございますが、平成22年度の高速道路救急業務費負担金の算出方法につきましては、救急隊１隊を維持するために要する経費8,615万円に、平均出動件数の割合４％、さらに年間救急出動件数の割増率1.5、さらにインターチェンジ数１を乗じて算出され、516万9,000円となっております。
　　また、平成21年度につきましては、救急隊１隊を維持するために要する経費が7,982万円であったことから、負担金は478万9,200円でありました。したがって、37万9,800円、率にいたしまして7.9％の増額となったものでございます。
　　次に、起債の関係でございますが、三芳野分団第２部の武蔵野銀行の借り入れ1.17％の関係でございますが、組合債の借り入れ方法につきましては、地方債の事業区分による埼玉県市町村職員共済組合からの借り入れのほか、厳しい財政状況を勘案し、資金調達の透明性の確保と借り入れ利率の低下による財政負担の軽減を図るために管内の金融機関から見積もり合わせを行い、より有利な金額を提示した金融機関から借り入れを行ったものでございます。この利率につきましても、管内の金融業者５社、株式会社埼玉りそな銀行坂戸支店、株式会社武蔵野銀行坂戸支店、埼玉縣信用金庫坂戸支店、飯能信用金庫北坂戸支店、いるま野農業協同組合坂戸支店の５金融機関から見積もり合わせを行いまして、最低の利率の1.17を提示いたしました武蔵野銀行坂戸支店から借り入れを行ったものでございます。
　　続きまして、国庫補助金が当初予算に計上されていない件でございますが、こちらにつきましては、国庫補助金そのものを見込みで予算計上いたしますと、どうしても補助金がいただけない場合に事業が実施できないという事態が生じることから、補助金が確定してから補正で計上している次第であります。
　　次に、職員の健康管理の関係でございますが、職員全体には年に１回、隔日勤務者に対してはさらに１回の合計２回健康診断を実施している状況でございます。また、職員健康診断の結果をもとに各所属長に対し産業医の健康指導を実施し、職員の健康管理の状況把握に努めているところでございます。
　　また、病気休暇等で長期の休暇が出た場合の対応でございますが、こちらにつきましては消防署所属間におきまして応援勤務の形をとり対応をしているところでございます。
　　また、先ほど健康管理の付随する部分でございまして、福島県への緊急消防援助隊、そして派遣した職員に対しての健康管理の状況でございますが、こちらにつきましては、福島県へ派遣した隊員の放射線積算量について最大で40マイクロシーベルトだったところでございます。帰庁後、数値及び対策について産業医と相談をいたしましたところ、医療で用いる胸部レントゲンが約50マイクロシーベルト、ＣＴスキャンが約6,900マイクロシーベルトあり、この値と比較しても低値であることから、特段の処置を講ずるのではなく、様子を見ることで対応したところでございます。したがいまして、今回の健康検査等でも特に派遣した職員についての特別の検査等は行っていない状況でございます。
　　最後に、人権同和研修の関係でございますが、こちらにつきましては、人権同和問題についての理解を深め、解決のための行動がとれるよう、職員としての資質の向上を図るという観点から研修を行っているところでございます。
　　なお、受講対象につきましては、全職員としておりますが、当直の職員は災害対応のため受講できませんので、日勤者及び非番等の職員が参加をし、平成22年度につきましては54名の受講となったものでございます。
　　また、職員の年齢が高齢になっている関係の対策でございますが、当消防本部も県内の他の消防本部と同様、ここ数年ではありますが、毎年退職者が発生している状況でございます。勤続年数の多い職員につきましては、豊富な知識と数多くの経験を持ち、消防力の高い維持をしております。しかしながら、定年退職ということから在職職員の自己申告等を考慮しつつ、適材適所の配置を行い、適切な対応をしてまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。
　　以上でございます。
〇山中基充副議長　小川坂戸署長。
〇小川泰人坂戸消防署長　ホースの購入状況でございますが、平成22年度につきましては合計30本、内訳といたしまして口径65ミリ11本、50ミリ19本でございます。購入に当たりましては、平成22年５月20日、坂戸・鶴ヶ島消防組合工事請負業者等指名委員会におきまして届け出のある業者のうち、８社が指名され、６月３日仕様説明を経て、６月11日に入札を行いました。平成22年度のホースにつきましては、ホースのメーカーは指定せず、使用圧力、素材等の規格の表現により仕様書を作成して購入したものでございます。
　　以上でございます。
〇山中基充副議長　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。再質疑を行います。
　　まず、最初の高速道路の業務の負担金の問題なのですが、今のところ結構負担金としては増えているし、ある程度確保できているのではないかというふうには考えられはしますが、非常に複雑な高速道路での事故も増えているし、危険な消防活動もあるというふうには思われるわけです。そうした状況の中で万々が一そういう事故とかあって対応して何かに巻き込まれると、よくあるのは人がおりていて巻き込まれたというのが多いのですが、何か事故があってそこを通行どめにしていても巻き込まれるということが多いような感じなのですよね。そういったことについては一切考えられていないのかどうかということについて伺っておきたいと思います。
　　また、毎年係数ですね、救急隊の１隊を維持する係数を増やしたりとか、あるいはこの事故の係数も10件まではどうのとかというのを決まっているというふうには聞いているのですが、50件になればどういうふうに増えるか、それの計算式などもちょっとご説明願いたいと思います。
　　次に、組合債の問題なのですが、確かに入札をして５社を合い見積もりのような形ですか、入札形式でやっているということが大変結構なのですけれども、全体から見て1.17というのは、５年ではあるけれども、同じ武蔵野銀行でもはしご車のほうは0.49ということで、非常に利率が低いと。同じようなところでも１％程度というところなのですが、なぜここだけ急に上がってしまったのかなというのが気になったものですから、その入札の公平性は認めますが、何か社会情勢とかそういったものでこの変化があったのかどうか、お尋ねしておきたいというふうに思います。
　　次に、国庫補助金の問題毎回申し上げておりますけれども、やはり大体決まって、歳入はもう決まっているわけですね。両市の負担金がほとんどでありますし、国庫支出金をきちっと見積もっていれば、ほとんどが規定どおりにいくというような予算編成上の問題がありますので、ぜひ今2,000万というのは大きな額なので、国のほうで一程度これは補助が出るというのははっきりしているわけですから、もう何十年もはっきりしているものは、だめだったらそれは今回はこういう理由で出ないということで、途中の補正で補正すればいいわけで、やっぱりきちっと計上できるものは計上していくというのが望ましいと思うのですが、もう一回この点について変えるつもりはないのかということでお尋ねしておきたいと思います。
　　次に、ページ９と10の……
〇山中基充副議長　松村議員、歳出のときに国庫補助金を歳出する当初予算、予算ですから、事業をしてそれの負担として歳入があるので、さっきの説明だと歳入が見込めないから事業も見込んでいないと、歳入が来て初めて事業を見込むから、補正予算にするということだったので、それは歳入だけ見込めというのはどういうことなのか。
〇２番（松村和子議員）　そういうことではなくて、国の補助金がつくものを、ここでこんな話していいのかな。
　　　　（「ちょっと休憩してくれる。議事録に載っちゃうからちょっと休憩して」の声）
〇２番（松村和子議員）　いわゆる防火水槽幾つつくるというのは当初予算で決まるわけですよ。国庫補助は幾らつくというのは大体わかるわけですよね。それは計上していないわけです。それを計上してくださいと言っただけの単純な話なのですよ。だけれども、決算に当たって来年度予算を組むに当たって、今年度もこういう状態で間違いなく入ってきたのだから、来年度も計上すべきではないかという質問なのです。いかがですか。質疑なのですということでございます。済みません。
　　次に、総務費のほうの人件費の問題と休暇中の職員の方の状況なのですけれども、やはり病気は仕方のないことで、教職員などでは県のほうから臨時職員が派遣されるということはありますが、何人休んでもその体制がとれないとなると、今はまだ二、三人ということですけれども、何かあった場合これ大変な、今大変人数が足りないような、熱中症などの搬入とかいろんな問題が起きますと厳しい状況もあるので、どこまで人数が不足というか、病気休暇があったら新しく補充できるのか、そういうのが決まっているかどうかということで再質疑をしたいと思いますので、それが決まっているかどうかを答弁お願いしたいと思います。いわゆる人数が足りなくなると、それを今までは応援体制で補充してきたというふうに答弁いただきましたけれども、それがもっと不足した場合にはどこまでが限界と見ているのか、当局としてその対応はだれが、いつどこで決めるのか、何人ぐらいそういう緊急事態があった場合補充するかということで答弁をお願いしたいと思います。
　　並びにこの問題は、また後でやる問題なのですが、昨年も質疑をしておきました。今共済年金が非常に延び延びになります。共済年金ではない、共済年金ですよね、やっぱりね。68歳とか、65歳とか、65歳から３歳延びるとか、いろんな話がありますけれども、今ことしすぐすぐではありませんけれども、そういった職員の方の任用の問題は今年度のこの歳入決算ですから、今年度の中でどのように検討されてきたかということについてお尋ねしておきたいと思います。それだけでいいかな。
　　次のページのほうなのですけれども、ただいまの健康保険、健康診査の問題では、何でもなかったということなので、その後健康良好ということでやっていないということですけれども、今のところこの１回だけはきちっとはかったのだというふうに私も認識しているのですけれども、行って結構３月の時点では厳しい状態だったので、そこにいた人の健康というのは、何日ではなくても福島の人たちは全部健康診査受けるわけですよ。それと同じような対応がとれていたと、もう一回確認をとりたいのですが、今は健康でもこれ出てくるのはいつかという、そういう健康診査ではなくて、放射能の測定、幾ら内部被曝を受けているか、内部被曝の問題です、と外部被曝の問題と両方ありますから、それの検査をきちっとしてあるかどうかなのですよ。だから、さっきのは40マイクロシーベルトと言われたのですが、これは外部被曝ですよね。内部被曝だったらまた違った形になってきますので、その辺の健康診査をもう少し詳しく答弁をお願いしたいと思います。
　　あとは、ホースの点は結構だと思います。異常はなかったと、ことしはね、いうふうに思いますので、今後ともこうした管理についてはよろしくお願いしたいと思います。
　　同和研修につきましては、私は向こうの市のほうでもいつもやっているのですけれども、同和対策法が終了してもう久しくなるわけです。そういったものについて、ほかの研修以上に人数が、ほかの研修は何人でもありませんけれども、50人近くの人数が参加していくということで、非番の人というふうにはなっていますけれども、非番で、非番は非番で休む日なのに、またそこに招集されるという負担がかかると思うのです。この報酬はこの人たちについてはどういうふうに、報酬というか賃金、賃金はどうなっているのかということと、今後こうした同和研修にはもう同対法が終了しているので、参加しなくてもいいのではないかというふうに思いますので、その２つについて答弁をお願いしたいと思います。
　　以上です。
〇山中基充副議長　加藤庶務課長。
〇加藤公司庶務課長　２回目のご質問に順次お答え申し上げます。
　　はじめに、高速道路救急業務費負担金の関係でございますが、こちらの計算方法につきましては、先ほども若干話に触れさせていただきましたが、救急隊１隊を維持するために要する費用、それに救急出動件数の割合、年間救急出場件数の割増率、並びにインターチェンジの数を掛けて算出されるものでございます。この中の変動する要因といたしましては、救急隊１隊を維持するために要する経費が毎年これは見直しをされておりますので、21年度から22年度にかけてもこちらが上がった関係で負担金が増えたと、先ほど説明をさせていただいたとおりでございます。
　　なお、年間救急出動件数割増率というものが、こちらのほうがいわゆる年間で高速道路に出動した件数が25回未満については1.0、25回以上50回未満については1.5、件数に応じて割増率が変わっているわけでございますが、私どものほうといたしましては、25回以上50回未満のところにここ数年ずっと入っておりますので、係数的には1.5でずっと来ているところでございます。
　　支弁金の関係につきましては、以上でございます。
　　続きまして、起債の関係でございますが、こちらにつきましては、償還期間の関係がどうしても車両につきましては５年、工作物につきましては11年というふうな共済組合の基準がございまして、一般の金融機関からも基本的には同じ償還期間で借りている関係から、その都度市場の金利の関係もあるとは思いますが、そういった利率になったものでございますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　続きまして、国庫補助金の予算計上の関係でございますが、こちらにつきましても新年度予算作成の際に両市の財政当局とも協議をいたしまして、仮にもらえなかった場合にご迷惑がかかる関係から計上を見合わせているところでございます。
　　続きまして、病気休暇等で何人の職員が休んだときに、どういった対応になるかあるいは何人までそういった補充の関係の計画があるかということでございますが、特に一般業務につきましては今のところそういった基準は設けておりません。
　　続きまして、５点目の被曝量の関係のことでございますが、現在におきましても福島原発に伴う放射線については明確なものがない状況でありますことから、精密検査を実施したとしても現時点において因果関係を明確にすることは困難と思われる、こういった産業医のご意見をいただいているところでございます。今後におきましても産業医の意見を聞きながら対応してまいりますが、国の動向といたしましては、総務省消防庁では東北地方太平洋沖地震に伴い発生した福島原発事故において、福島第一原子力発電所３号機への放水活動等を実施した消防職員の健康状態の把握方法や管理方法等について検討を行い、長期的な健康管理を行うことを目的に福島原発事故において活動した消防職員の長期的な健康管理検討会が発足され、ことしの７月に第１回の会議が実施されたところでございます。当消防本部におきましては、福島原発付近での放水活動はなく、該当しないものと思われますが、今後におきましてもこういった国の動向を注視してまいりたいと考えております。
　　また、最後に同和研修の関係、人権同和教育研修の関係でございますが、こちらにつきましては、先ほど54名が受講したというふうに申し上げましたが……
　　　　（「50名ぐらいって」の声）
〇加藤公司庶務課長　54名でございます。その中の17名の者が時間外勤務手当の対象となっておりますので、その者につきましては時間外勤務手当を支給しております。
　　また、その考え方でございますけれども、同和対策事業特別措置法そのものが平成14年３月をもって終了したわけでございますが、坂戸市では特別措置法終了が同和問題の早期解決を目指す取り組みの放棄を意味するものではないという国の地域改善対策協議会の意見具申、及び坂戸市総合振興計画等をとらえまして、同和問題を人権問題の重要な柱と位置づけているものと認識しております。このことから、当組合でも同様の取り扱いをしているものでありますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　以上でございます。
〇山中基充副議長　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２点だけちょっとひっかかったところがありまして、質疑をいたします。
　　健康問題なのですが、私、産業医ということで明確なその基準がないというふうに言われたのですが、今回の放射能の問題というのは、普通の病院とか医療機関ではできないと思うのですね。専門的な測定をしないとだめなのですよね。この点について、私も産業医が何であるか、どんな資格を持っていてどうかというのはちょっと今わかりませんけれども、やはり今回の原子力の事故問題では、明らかにそこに入ったわけですから、例えば広島、長崎でも後になってそこに入った人が内部被曝をして白血病になったり、長い間苦しんだり、いろんな問題が今も起きてきたわけです。チェルノブイリでもそうです。ただ、国の中でそういうことがたびたびあるわけではないので、そういった基準とかそのものが少ないかもしれません。しかし、何かよくわからないので、質疑しているのですが、はっきりとやっぱりどのぐらいの影響を受けているかということについては測定することはできると思うのですね。時間が余りたってしまわないほうがよかったのですけれども、半年近くたっていますが、やっぱりそれはやる必要があるというふうに私は思います。
　　やっぱり現実にどうかということを押さえておかないと、５年からずっと発症していくわけですから、それが万々が一こうなったというときには、証拠が残らないわけですよね、本人にとっては。だから、やっぱり現実を押さえてきちっとやっていくということは物すごく大事なことなので、こうだろうとか、ああだろうとかではなくて、やっぱり専門医にきちっと測定を依頼する。これはやはり応援に入って、入ったこと、入れという指示を出した側が、やっぱりきちっと健康管理を、その行った人の健康管理をするということが大事なことだと思いますので、この点はきちっとやってもらいたいと思います。
〇山中基充副議長　要望でいいのですか。
〇２番（松村和子議員）　これは要望ではなくて、質疑です。
　　あと１つは、今同和の問題で、これは小さな問題のように見えて、総体的には相当なお金を市町村でも出しているのですよね。歳出しているのです。この同和の研修に非番の人が17名、当然ですよね、これ。非番なのに呼び出されるわけですから、賃金を払うというのは当然。だけれども、市民から見たらどうですか。やはりいろんな団体が来てくださいとかあれして、そういうふうに職員の人を休んでいる人を呼び出すというふうなことは異常なのですよね、もう。こういったことにまでやらなければならないという、それは異常だと思います。
　　ですから、同和の人の17名の賃金を払うのは当然職員の側から見ればそのとおり。だけれども、市民側から見れば、何でこういうところだけ、出た人にお金払うのということになりはしないかと、細かく見ていくとね。そういうことも考えながら、やはり対応する必要があると思いますので、今後はこの同和問題については積極的に出ないと、積極的に出ないという意味は出ないということをやはり表明してもらいたいのですけれども、いかがですか。
〇山中基充副議長　加藤庶務課長。
〇加藤公司庶務課長　３回目の質疑に順次お答え申し上げます。
　　被曝線量の関係でございますが、引き続き今後とも産業医の意見をお聞きしながら、また緊急消防援助隊として福島に派遣された隊はうちだけではございませんので、県内あるいは他の消防本部の動向等も注視しながら対応してまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　次に、人権同和研修の関係でございますが、こちらにつきましても、先ほども申し上げましたように、当組合といたしましても坂戸市と同様の取り扱いをさせていただいたものでありますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　以上でございます。
〇山中基充副議長　ほかに。
　　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　１番、新井です。議案第12号・「平成22年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計歳入歳出決算認定について」４点について質疑をいたします。
　　まず最初は、５、６ページの中ほどの財産収入の関係、備考欄の不用品売払収入についてです。225万円ほど売り払いを行ったというふうになっています。これ、これまでは予算案で項目設定の1,000円がされているわけですけれども、これまで無償で行われていたというふうに長い間記憶しているのですけれども、詳しい内容についてお伺いをします。
　　それから、２点目です。７、８ページの、これも中段の節５の物件施設等補償料についてお伺いをします。226万円ということで、ここは予算案はゼロという中で行われているわけですけれども、この計上の詳しい内容について質疑をいたします。
　　それから、３点目、行政報告書の18ページの関係です。上から２段目の消防庁舎の見学の関係です。数字的には2,300名ほどの方が来庁したということで報告がされております。小中学生が一番多いわけですけれども、この庁舎見学の主な内容についてお伺いをします。また、時間についてもお伺いをしていきたいと思います。
　　それから、最後の４点目、同じく行政報告書の32ページ、これ全体にかけて32ページからずっと33ページ、消防団の事務について掲載をされています。坂戸の消防団員が243名で、鶴ヶ島市が53名ということの定員になっていますが、このちょっと初歩的な問題なのですけれども、両消防団の定数の根拠というか、今までの流れについてお伺いをします。
　　以上、４点。
〇山中基充副議長　加藤庶務課長。
〇加藤公司庶務課長　新井議員さんの数点にわたるご質問に順次お答え申し上げます。
　　はじめに、不用品売払収入の関係でございますが、昨年度更新をいたしました常備の車両４台を売り払いしたものでございます。売り払いに至った経過でございますが、ご指摘のとおり、平成21年度までは財団法人日本消防協会等の寄贈団体を通じまして海外の発展途上国へ寄贈してまいりましたが、昨今の構成市の厳しい財政状況等を勘案し売り払いをさせていただいたものでございます。
　　なお、過去の実績では平成11年度に救助工作車を売り払いしております。
　　次に、２点目、物件移転等補償料の内容でございますが、坂戸市塚越地内を通る県道片柳川越線に歩道が設置されることとなり、その際に障害となります20立方メートル級防火水槽の撤去に伴う物件移転補償料でございます。
　　３点目の庁舎見学の関係でございますが、小中学生の庁舎見学の内容でございますが、主に小学３年生の社会科見学の授業であることから、消防の仕事を理解していただくため、教務用ビデオを見ていただきながら消防の概要を説明するとともに、通信指令室及び消防車両等を実際に見学していただき、消防車両の役割、119番通報の方法等の説明を実施しているところでございます。
　　また、おおよその見学時間でございますが、平均で１時間30分程度でございます。
　　次に、４点目、消防団の定数の関係でございますが、坂戸市消防団の定数はその沿革によりますと、昭和23年の消防組織法の施行により各町村に消防団が設置編成され、昭和29年の坂戸町ほか４カ村の合併により統合され、５分団28部定数1,220名とし、昭和48年の消防組合発足による常備消防の設置までの間に何度かの定数整備を経て、昭和49年４月に５分団16部定員228名体制へと整備が図られました。その体制は33年間継続維持されまして、平成19年４月の女性消防団員の採用に伴い、１部15名の増員が図られ、５分団17部定数243名の現体制へと推移しております。
　　次に、鶴ヶ島市消防団は、昭和22年に消防団が設置編成され、11部定数365名とし、昭和29年に４分団定数45名に組織改編され、その後何度かの定数整備を経て、昭和43年に定数53名として現体制へと継続維持されているものでございます。
　　以上でございます。
〇山中基充副議長　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　再質疑をしていきたいと思います。
　　まず最初に、売り払いの関係ですが、11年前というふうに答弁があったかなというふうに思います。私、６年ほどだったので、一度も経験をしていなかったものですから、ちょっと内容がわからなかったので、お聞きをしました。これ、今回売り払いをいろいろな状況の中で予算もお金も厳しいということでしたという答弁だったのですけれども、しかし22年度の予算時には計上していなかったわけですよね。そうすると、今年度23年度、そういうふうになっていないというふうに思うのですけれども、23年度含めてどういう状況かをお聞きをしておきたいと思います。
　　それから、２点目の防火水槽の関係です。県道片柳川越線の歩道の新設ということで、これ坂戸市の私も一般質問で何度かこの歩道を早くやってほしいというふうにやったところですけれども、今回移転の補償料というふうになっております。どのように積算をされているのか、お伺いをしたいと思います。
　　また、隣に当然新設をされたわけですけれども、その辺の費用はどういうふうになっているのか、質疑をしておきたいと思います。
　　それから、３点目の関係の庁舎の関係です。３月11日に東日本大震災起きたわけですけれども、それ以降市民の関心も高くなっているのかなというふうに思います。23年度も含めて見学者はどのような人数が推移をしているのか、お伺いをしておきたいと思います。
　　それから、４点目の最後ですけれども、消防団の関係です。女性部ができて４年ほどこれで経過というふうに思うのですけれども、現状の取り組み内容についてお伺いをしておきたいと思います。
　　以上、４点です。
〇山中基充副議長　加藤庶務課長。
〇加藤公司庶務課長　２回目のご質問に順次お答え申し上げます。
　　はじめに、売払収入の予算計上の関係でございますが、売り払いの時期が平成23年の２月21日でありましたことから、22年度はもとよりでございますが、23年度の当初予算にも見込めなかったものでございます。
　　次に、物件移転等補償料226万8,466円の積算基準でございますが、県に確認をいたしましたところ、埼玉県の定める埼玉県県土整備部都市整備部用地事務取扱要綱並びに埼玉県県土整備部都市整備部の公共用地の取得に伴う損失補償取扱要領に基づき算出された金額ということであります。
　　また、新設の防火水槽でございますが、40立方メートル級の耐震性貯水槽を平成23年10月31日に619万5,000円で設置したものでございます。
　　次に、東日本大震災以降の庁舎見学の状況でございますが、内容につきましては特段大きな変更はしておりませんが、被災地の状況等を交えながら、大きな地震が起こったときの対処方法等わかりやすく説明をしているところでございます。
　　また、震災後の見学者につきましても、平成23年度の現在まで例年と大きな変化はございません。
　　次に、女性消防団員の状況についてでございますが、平成19年度に15名の女性消防団員を採用いたしまして、女性ならではの特性を生かした活動として、全員が応急手当て指導員あるいは普及員の資格を取得して応急手当ての普及指導を行うとともに、火災予防運動期間中の駅利用者を対象とした火災予防街頭キャンペーンなどの火災予防広報活動にも積極的に取り組んでいただいているところであります。
　　また、昨年度からは女性消防団員を対象とした研修で知り得た知識をもとに、幼少年期からの防火教育の重要性を認識し、管内の幼稚園、保育園におきましての火災予防寸劇や紙芝居を用いての防火教育、消防署との合同によるひとり暮らし高齢者宅等を訪問しての防火指導など、積極的な防火思想の普及に努めていただいているところでございます。
　　以上でございます。
〇山中基充副議長　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　３度目ですので、最後の質疑をします。
　　まず、１点目の売り払いの関係です。これは先ほどのとおりで、23年度も見込んでいないというふうに予算見るとそうなっているのですけれども、当然相当前に計画をしているわけです。例えば一般的には３月の予算で出るわけですけれども、相当前から、半年とかいろいろやっているわけです、予算を組むときにね。２月21日にこの売り払いに今年度というか、この二十何年度ですか、22年度はなったわけですから、３月の予算が出たのは23年度ですけれども、突然出るわけではなくて、このことが進んでいる中で出てきているわけで、23年度に出てこないのは整合性がないというふうに思うのですけれども、その辺について再質疑お願いしたいと思います。
　　それから、２点目の防火用水の移動の関係です。答弁で今までのが20立方ですか、それが今度40ということで、お金の比較が非常にできないわけですけれども、どのくらいの割合になっているのかを聞きたいので、今移動する20立方メートル級の防火用水はどのくらいの金額だったのか。それに対して補償料の割合はどのくらいになるのか、お聞きをしておきたいと思います。
　　それから最後に、消防団の関係です。これは坂戸の関係ですけれども、比較的定数が多いということもあって、243名の定員のところが228名ということで、今年度というか22年度も定数割れがしているわけですけれども、どんな対策をしてきたのか、その辺についてお伺いします。
　　以上、３点です。
〇山中基充副議長　加藤庶務課長。
〇加藤公司庶務課長　３回目のご質問に順次お答え申し上げます。
　　はじめに、売り払いの計画時期から23年度予算に見込めなかったのかとのご質問でございますが、こちら計画の段階で近隣の状況及び取り扱い業者の状況並びにどの程度の金額になるのか等調査を進める中で、23年度予算に間に合わなかったものでございます。しかしながら、ここで実績もできましたので、来年度以降の当初予算には反映してまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　次に、移転補償料の割合に関するご質問でございますが、単純に比較はできないとは存じますが、今回撤去した20立方メートル級防火水槽と同規模の防火水槽を仮に新設する場合の費用について取り扱い業者に確認をいたしましたところ、掘削埋め戻し費用を除きますと173万7,750円ということでございました。また、今回の移転補償料226万8,466円には、撤去整地費用68万6,700円が含まれておりますので、本体の費用そのものは158万1,766円ということになります。したがいまして、単純な比較でございますが、本体の費用で比較いたしますと約９割が補てんされたことになります。
　　続きまして、坂戸市消防団の定数割れ対策でございますが、分団長以上の役職者で構成する団役員会議の場におきまして対応を協議いたしますとともに、地域に精通している各分団、部に対し入団候補者の把握とリストの作成及び早期の勧誘を実施するほか、21年度からは消防団独自の広報紙の発刊やホームページの配信によりまして消防団の活動を紹介するとともに団員募集等を行い、また新入団員確保検討委員会を立ち上げ、坂戸市内の消防団員候補者の情報交換会を開催したほか、募集パンフレットの作成、坂戸よさこいや市内の主要駅を会場として実施した火災予防街頭キャンペーンなどに合わせての団員募集活動を実施するなど、団員確保に向けて努力をいただいているところでございます。今後も消防団と連携しながら消防団員の確保に向けて努力してまいる所存でありますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　以上でございます。
〇山中基充副議長　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇山中基充副議長　討論なしと認めます。
　　討論を終結いたします。
　　これより議案第12号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり認定することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇山中基充副議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり認定されました。
　　それでは、ここで休憩をいたします。
　　　　休憩　午前１１時０１分
　　　　再開　午前１１時１０分
〇山中基充副議長　休憩前に引き続き会議を開きます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎一般質問
〇山中基充副議長　日程第６・一般質問を行います。
　　通告者は２人であります。
　　順次発言を許可します。
　　２番・松村和子議員。
　　　　（２番「松村和子議員」登壇）
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。副議長の許可をいただきましたので、ただいまより２問にわたります一般質問を行います。どうぞよろしくご答弁をお願いいたします。
　　１番目には、救急救助体制についてと題しまして質問いたします。市民の命、財産を守る活動を続ける消防隊の隊員の皆さん、ご苦労さまでございます。特にことしの夏の暑さで熱中症の救急搬送が急増しました。総務省消防庁の調査によると、救急搬送の受け入れ状況が前年より悪化したことが判明いたしました。搬送先が見つからず現場から30分以上動けなかった割合が、全国平均4.8％に対し、埼玉県は14.6％と全国一の悪い状態です。県消防防災課の調査では、搬送先が決まるまで医療機関に33回も照会し、４時間も現場にとどまったこともあったとのことでございます。市民はもとより、消防救急に携わる職員の皆さんの心労は大変な状況にあります。早急の改善をする必要があるのではないでしょうか。そこでお伺いいたします。
　　（１）、埼玉県は病院、医師、看護師が不足し、全国最下位の現状です。救急車の受け入れ拒否という事態は、社会問題にもなっています。坂鶴消防の実態と県に改善策の要望をしていただきたいと思います。
　　（２）といたしまして、救急車については充足率100％ですが、現場の状況、今後の高齢化、異常気象など踏まえた職員増員、増車の必要についてお尋ねしておきたいと思います。
　　２つ目には、大きな問題として、消防の広域化についてお尋ねいたします。消防組織法が平成18年に改正されて、消防本部の広域化を平成24年末を目指して進められてきました。その中には、１カ所の消防本部の管轄人口目標を30万人に引き上げ、実質的な広域化を推進すると説明されていましたが、県の策定した推進計画は、36消防本部を７ブロックの消防本部に合併するものですが、特に坂鶴消防の属する第３ブロックは、人口146万402人、21市町村が合併するものであります。残すところあと１年、市町村の自主的判断での意見はどのように出されたのか、また勉強会を実施するとのことであったが、何を実施されてきたのでしょう。
　　（１）として、消防の広域化は何をもたらすのか、市町村の意見について、勉強会の中身についてお尋ねいたします。
　　（２）として、消防の広域化で消防力の充足率はどうなるのかということをお尋ねいたします。
　　（３）、消防職員態勢はどうなるのか。
　　（４）、市民にとって被害の軽減に広域化でつながるのか、小規模消防署の統廃合についてお尋ねしておきたいと思います。
　　（５）では、地域消防団の位置づけと統一についてお尋ねいたします。
　　（６）として、広域化に対する政府回答と組合の態度について。
　　以上、私の今回の一般質問です。よろしくお願いいたします。
　　　　（２番「松村和子議員」降壇）
〇山中基充副議長　石井消防長。
　　　　（石井利幸消防長登壇）
〇石井利幸消防長　松村議員さんからの２項目８点にわたりますご質問に順次お答え申し上げます。
　　最初に、救急救助体制に関する２点のうち、救急の搬送状況と医療機関の受け入れ状況でございますが、平成22年中の出場件数は6,225件で、搬送人員は5,614人でございました。このうち１回目の収容依頼での搬送人員は3,865人で、全体の68.8％、同じく２回から３回では1,221人、21.8％で、残りの528人、9.4％は４回以上となります。また、これらの主な理由といたしましては、処置困難、ベッド満床、専門医不在などですが、最終的にはいずれかの医療機関にすべて受け入れをされております。また、救急搬送における現場滞在時間は、平成22年の平均で約21分でございます。
　　次に、この医療機関の受け入れに係る県への改善策の要望についてでございますが、当消防組合だけの問題ではありませんので、埼玉県消防長会や埼玉県メディカルコントロール協議会等を通じて要望しており、県でもこの状況は把握しているようでございます。今後も必要な場合はそのような場を通じ、問題の提起や要望等を行ってまいりたいと考えております。
　　次に、救急車の現場の状況と今後の高齢化、異常気象等を踏まえた増員、増車の必要性についてでございますが、救急車の現場の状況といたしましては、平成22年の各署１日１台当たりの平均救急出動件数で見ますと、坂戸署4.2件、東分署2.5件、西分署1.7件、鶴ヶ島署4.5件、平均といたしましては3.4件でございます。また、搬送者の高齢化につきましては、過去３年間の救急搬送人員に対する65歳以上の方の救急搬送状況は、平成20年5,085人で2,072人、40.7％、21年5,071人で2,193人、43.2％、22年5,614人で2,521人、44.9％をそれぞれ占めておりまして、この３年間を見ましても増加傾向となっておるところでございます。
　　次に、熱中症による救急搬送状況でございますが、平成20年33件、21年25人、22年85人で、本年は95人でございます。
　　次に、増員、増車の必要性についてでございますが、軽症者が全搬送者の半数以上を占めますので、今後も種々の機会をとらえて救急車の適正利用を訴えていきたいと考えております。また、救急隊員等の資質の向上、医療機関との協力体制の強化を図っていることや、平均出場件数から見ましても現行の体制で対応可能と考えておりますが、今後におきましても出場件数の状況を見守りつつ適切に対応してまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。
　　続きまして、消防の広域化に関する６点のご質問でございますが、はじめに消防の広域化は何をもたらすのかとのご質問につきましては、初動態勢の強化、消防署所の配置や管轄区域の適正化による現場到着時間の短縮、効果的な部隊運用、現場活動要員の増強等が図れるものと認識をしております。また、第３ブロックにおける勉強会の内容でございますが、人事、財政をはじめとし、総務、警防、救急、予防、指令関係等、種々検討すべく勉強会を行っておりましたが、平成22年１月22日の第３回目以降進展がない状況でございます。また、進展がございましたら議員の皆様にもご報告させていただきます。
　　次に、消防の広域化による消防力の充足率の関係でございますが、埼玉県消防広域化推進計画に基づく充足率の関係でお話をさせていただきますと、第３ブロックに所属する本部につきましては、私どもの本部を含め６消防本部になるわけでございます。ここで比較いたしますと充足率は、平成18年４月１日現在の数字で申し上げますと、職員数、車両数、署所数の項目について上昇し、これを同様に当消防組合と比較いたしますと、職員数は68.3％が88.1％に、車両数は73.7％が100％に、署所数は80％が86.4％にと、すべて上昇すると見込まれております。また、埼玉県全体につきましてもすべて上昇すると見込まれております。
　　次に、消防職員態勢でございますが、市町村の消防の広域化は消防の体制の整備及び確立を図ることを旨として行われなければなりませんので、これにより消防本部の対応が低下するようなことがあってはならないわけでございます。総務省消防庁の市町村消防の広域化に関する基本指針によりますと、消防の広域化に関するスケールメリットにより、本部機能統合等の効率化で本部職員が現場活動要員となることから、全体としては現場要員の増強が図れることとなっており、これらをもととした職員の効率的、効果的な再配置が行われることとされております。また、職員の年齢、勤務経験等を考慮した適材適所の配置を行うなど、第一線の消防機関である消防署所の災害対応能力の充実を図るため、職員の人事異動も考えられますが、当初からの急激な人事異動は住民サービスの低下につながりかねませんので、徐々に行うのが通例でございます。ただし、これらはすべてこれからの協議の中で発生してくるものでございますので、またそのほかにも種々の問題が出てくると思いますが、そういったものも今後の枠組みの中で協議をされていくものと考えております。
　　次に、広域化が被害の軽減につながるのかとのご質問でございますが、消防は災害や事故の多様化及び大規模化等消防を取り巻く環境の変化に的確に対応し、住民の生命、身体、財産を守る責務を全うすることが必要でございます。しかしながら、小規模な消防本部においては、出動態勢、保有する消防車両、専門要員の確保等に限界があることは、我々が東日本大震災で派遣先となった陸前高田市においても実感したところでございます。これらを克服するためには、市町村消防の広域化による行財政上のスケールメリットを実現することも有効と思われます。
　　次に、消防団の位置づけと統一についてのご質問でございますが、消防組織法第31条、市町村消防の広域化の中に、消防団の事務を除くと明記されております。したがいまして、広域化の対象は常備消防であり、消防団はその対象とはなっておりませんので、消防団の位置づけは変わるものではないと認識をしております。
　　最後に、広域化に対する政府回答と組合の態度についてのご質問でございますが、平成18年３月の消防組織法の一部改正に伴い、この際の附帯決議の内容を盛り込んだ基本指針が国から示されたことを受け、都道府県による消防広域化推進計画の策定になったものでございます。私どもといたしましては、これら国の基本指針及び埼玉県消防広域化推進計画に基づき広域化対象市町村の枠の中で今後とも両市の意向を踏まえるとともに、連絡調整を図りながら対応してまいりたいと考えております。
　　以上でございます。
　　　　（石井利幸消防長降壇）
〇山中基充副議長　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。再質問を行います。
　　ただいまご答弁をいただきました。１つ、もう少し詳しく知りたいのは、救急対応の中で平均時間だけお出しになったのですが、私は質問の中に詳しく新聞報道による国とか県の状況を質問させていただきましたけれども、当市における待ち時間というのも非常に長くなっていて、前も申し上げましたが、私の友達あるいは中台団地も結構救急をお願いしているケースが多いですが、やはりひどいときは１時間以上という待ち時間で、夜中の２時、３時で大変な状況も生まれているということなので、平均で21分ではなくて、どんな状況にあるのかをご答弁をいただいておきたいというふうに思います、１つはですね。
　　もう一つは、県のほうにもやっていて、県も承知しているというのも私もわかっております。並びに埼玉県議会でも、今回の県議選を通じてやはりこの問題は大きく取り上げられまして、とにかく医師数も看護師数も病院も少ないのだということは、大きな争点になったわけです。それはもうもちろん県も承知しているのですが、これを大きな国のほうからの問題もあります。医療改革といいますか、そういった中で病院の統廃合、病院がなくなる、いろんな問題が今起きているわけで、根本の解決をなくしてはできない面もありますけれども、それを県のほうからも促していくような市町村の消防からの要求というものが強力にされる必要があるのかなと、私は消防議員で思いましたので、現場を通じてやっぱりこういう重大事態なのだということはきちっと現実を伝えていく必要があって、それを改善どうするかということは重要な社会問題になっていますので、そういう県を動かし、国を動かすそういうものになっていかなければいけないのではないかなというふうに思います、この問題は。ですから、そういった気構えを持ってぜひ取り組んでもらいたいというふうに思いますので、よろしくお願い申し上げます。どういうふうにやっていくかということで質疑をしたいと思います。
　　次に、２つ目の……
〇山中基充副議長　松村議員、今のは要望でいいのですか。
〇２番（松村和子議員）　いや、だからどういう……
〇山中基充副議長　それに対してご意見を聞きたいという……
〇２番（松村和子議員）　どういう形でもう少し強力にやっていただけるか、単独で両管内の現状を単独で訴えてもいいのですし、どういう形ででも努力をお願いしたいというふうに思います。
　　次に、消防の広域化についてでございます。これは細かく今回は質疑をさせていただいたのですが、１つは既にタイムリミットが来年に迫りました。全部文書をいただいておりまして、私もここにいっぱい資料を持っておりますけれども、24年までにいろんなプロセスを組んで消防の広域化をやっていくのだというものがある以上、非常に突然行われることはないと思いますが、突然その広域化がまた出てきて、今まで足踏みして進まないというのは答弁でお伺いしましたけれども、そういうことはないと思いますけれども、一応心配をしているわけです、私は。ですから、この点について県のほうがほかの管内は動いて、ここだけ動かないという場合もありますし、146万今移動していると思いますけれども、402人これだけの管轄人口の大世帯をどうするかという根本的な話し合いもされていないようですので、恐らく進んでいないからということで片づけられていると思うのですが、何か心配を私はしていますので、絶対にこの計画どおりいかなかったということは総括されるにしても、何らかのもうそろそろ話があっていいわけなのだけれども、何もないので、中止にするなら中止にするとどっちかはっきりしてもらいたいなと私は思いますが、やはりそれには主体性を持たないとできないというふうに思いますので、答弁をその点でお願いしておきたいというふうに思います。
　　次に、消防力の充足というので答弁いただいたのですが、非常に充足率は高まるのだという答弁のようでございました。しかし、私もいろんな資料を見させてもらっているのですが、今回の広域化をもし実施するとなると、大きくなればなるほど、例えば15万人を超えるごとに消防ポンプ車何台とか消防車何台とか決まっているわけなのですが、例えばの話、ここは24台合併して必要だったところが、広域化になると100％以上充足してしまうのだという計算ができるわけなので、それをもとにして計算していきますと。そういう広域化でその基準が、結局は基準が下がるのですよね。広域化で充足するのかと思ったら、基準が下がって充足してしまうと、国の基準が下がると、そういうマジックみたいなものがあるのではないかというふうに私は心配をしたのですが、広域化が進んでいないけれども、やっぱりそういう問題というのはどうとらえているのかね。今の話ですと、国の基準でいくと確かに充足率がアップしていくと、充足率がアップしていくのは台数が増えるわけではなくて、基準が下がるのだというマジックがあるのではないかということでどうなのかということで質疑を、質問しておきたいと思いますので、これはあらゆるものに言えると思いますが、答弁をお願いします。
　　あと、消防職員の体制の問題でも結果的には増えるのではなくて、減っていくわけですよね、合理化みたいなものなので。そういう点でもきちっと検証していく必要があると思うのですね。今回の基準でどうなるのか、そういう中身について全体としては増強と言われたのですが、全体として増強ではなくて、全体としては非常に広域化されて強化されたように見えるけれども、実際の署所数、小規模署所数の統廃合とか、あるいは職員態勢が減っていくとか、そういうことが心配されるわけです。先ほど答弁なされた、前にも質問しました職員の体制が異動して全くわからない、地理的な感覚のないところへそんなに一気に飛ばすということはないというのはわかりました。けれども、体制というものについては厳しくなるのではないかと、３番と４番ですけれども、そういう点から見れば、市民にとっては今回の広域化はやっぱり遠くなって問題が残るというふうに私は考えますけれども、当局としてはどうなのかということですね、質問しておきたいと思います。
　　また、地域消防団は、前も申し上げましたけれども、今ご答弁も出ましたが、変わらず市町村の管轄にあると。この間の点検も見させていただきましたが、消防署と消防の職員、地域消防団と本当に連携して、充実した点検が行われていると思います。しかし、広域消防ともなると、消防団と消防署と切り離されて、一程度消防団は市に、地域消防団は市の所属で、片方は広域行政ということになりますので、密なる連携がとりにくくなるというふうに私は思っておりまして、この面から見たら身近な形での市民へのサービスも減ってくるのではないかと、いろんな面でですね。予防にしろ、検査にしろ、そういった立入検査とか予防も悪くなるというふうに思いますので、こういった点でも問題がどういうふうに出てくるかということもぜひ答弁をしておいていただきたいと思います。
　　最後に、私前にも申し上げましたが、広域化に対する政府回答と組合の態度ということで、この組合の態度というのは国の指針に基づいて枠内で対応するというふうに答弁いただいたのですが、国の指針どおりやっていくと言ったらば、実行するならもう実行していなければいけないし、だけれども、問題があるからやっていないのではないかというふうに私は今の状況を見ると思ったのですが、市町村は基本計画及び推進計画に拘束されるものではない、２つ目には消防の広域化は助言、勧告または指導として行われるものではない、消防の広域化は市町村の自主的な判断で行われるものである、市町村が消防の広域化を行わなかったとしても不利益な扱いを受けることがないということで、これは政府の回答文書です。こういった自主的な県ではこういう政府としても認めるということで回答がなされているわけですから、もっと主体的な立場で分析してやっていく必要があったので、全然やる気がないのなら最初からこれは風が通り過ぎるように頭をすくめて何もしないで通り過ぎるのを待っていたのかどっちなのか、さっぱりわからないのですけれども、その具体的な対策を申し述べて態度を表明していないということは後者になるのかなと思ったのですが、この点について答弁をお願いしておきたいと思います。
　　以上です。
〇山中基充副議長　石井消防長。
〇石井利幸消防長　松村議員さんからの数点にわたります再質問にお答え申し上げます。
　　まず、救急車の現場滞在時間の状況でございますが、平成22年中の出場件数は6,225件、救急搬送人員は5,614人でございました。このうち現場滞在時間が15分以内で搬送された方が2,009人で35.8％、15分を超え30分以内の方が2,743人で48.8％、30分を超え45分以内の方が622人で11.1％、45分を超え60分以内の方が147人で2.6％、60分を超える方は93人で1.7％でございました。
　　次に、県への要望の関係につきましては、メディカルコントロール協議会を通じまして県へ数点の要望をしております。救急車、救急医療資源の適正利用、それから医療機関と消防機関との連携の強化、広域的な受け入れ態勢の構築、救急医療に対する財政支援の実施、救急救命士の資質の向上、これら種々の要望を県へしたところでございます。
　　また、続きまして消防の広域化に関する数点のご質問でございますが、当然のことながら平成24年に突然というふうなことはございません。それに、その以前におきましては当然両市との協議であるとか、議会へご報告するとか、いろいろ手続等があると思いますので、すぐにというわけにはないと思います。
　　それから、そのほかのいろいろありましたものにつきましても、広域消防運営計画を作成する段階で種々議論をされるものと考えております。したがいまして、まだその辺が進んでいない状況でおりますので、その議論をそれを作成する際に議論をすることが必要かと考えております。
　　続きまして、広域化になったときに消防団との協力関係でございますけれども、東京消防庁の例を見ましても、消防団との活動上の支障があるというお話等は聞いておりませんので、その点については心配ないと思います。
　　それから、立入検査等に触れていただきましたけれども、大規模化されますと、予防要員等についても専門性を持った職員がそこに張りつくことになりますので、それも対応できると考えております。
　　いずれにいたしましても、まだそれらの議論が進んでおりませんので、現在のところそういう回答になると思います。
　　以上でございます。
〇山中基充副議長　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村です。再々質問を行います。
　　ただいまご答弁いただきました。鶴ヶ島は60分が1.7％、93人ということですから、60分以上が、最高で90分を超えるという話をこの前しましたよね。最高ではどうなのか。60分超えるのは93人とわかりますけれども、やっぱり１時間というのは救急車ですからね、すぐ受け入れて、六、七分、何でもみんな６分以内でどうのこうのと書いてありますよね。対応できるというのが生死を分けるというようなものもありますので、もう命が非常に危険にさらされている現状ですよね、救急側から見ると。そういった市民の命を守るというのは、自分の側だけではできないものもありますけれども、やはりこの守らなくてはいけない立場からすれば、こういった事態をもう放置しておくことは問題だと思うのですね。だから、大きな問題なので、本来ならば市民も大きく問題にすればいいのですけれども、なかなかこういったときは亡くなる可能性が多い場合なんか、亡くなったりとかいろいろあって、そういう人が立ち上がるということはないのですけれども、救急現場でやっぱりそういった実態を掌握し、実際には非常にこういう60分とどまるときの心情というのは大変なものだと思うのですよ。親族の人たちもそうですし、隊員の方も。ですから、もうちょっと何とかやれないかなという基本的な問題でね、それが私が今一般質問ここだけでして済むものではありませんけれども、今消防議会ですので、こういった現場の最先端のそういうものをきちっと伝えていく必要があると思うので、メディカルセンターを通してとか、通してしまうとそれがだんだん、だんだんフィルターにかけられて、何か余り数だけでぽっと出るということになると思うのですが、そういうことも踏まえてぜひ最高の待ち時間のご答弁と、今後ももう少し真剣に最先端の命を守る立場からどうするかということでご答弁をいただきたいと思います。
　　最後に、２つ目の質問ですけれども、すぐに24年度当然ということで実施することはもちろんないということなのですが、運営計画で議論はされるのだからということなのですが、私は勉強会をやったと言われたので、二、三回やったと。勉強会は聞いているのですが、やはり私はそういった勉強会に参加していませんけれども、違ったまた資料と勉強会をしまして、いろんな資料を見ると、今回の広域化というのはこういうものだというのがわかるわけですよ。だから、やはり勉強会というのは、広域化でどうなるかという勉強会だったと思うのですよね。多分ね、二、三回ということは。やっぱり具体的にそうしますと、この坂戸・鶴ヶ島消防組合としては加入するのはいいのか悪いか、全体の広域的な分け方も、それからあるいは中身の改正からどうだったかを勉強するのだなと思ったのですけれども、そうではなかったような感じなのですね。では、何を勉強してきたのか。私すごく気になるのですが、その勉強会では何を勉強してきたのか。
　　その結果、最終的にはノーならノー、イエスならイエスとなると思うのですが、市町村の自主性が生かされるということであるので、そういった中の問題を総合して答弁としてはこういう問題があるからいささか足踏みをしていますとかいう答弁が出されていいのではないかと思うのですが、その辺の点の具体的な答弁をいただいておきたいと思います。
　　以上です。
〇山中基充副議長　石井消防長。
〇石井利幸消防長　お答え申し上げます。
　　平成22年中の最長現場滞在時間でございますが、152分という例が１件ございます。これにつきましては、専門外というふうなことでございますので、なかなか受け入れていただける病院がなかったと、このようなことでございます。
　　また、先ほども申し上げましたけれども、これは医療の受け入れの関係で、一組合の問題ではございませんので、メディカルコントロール協議会等を通じた要望ということで、今後も続けてまいりたいと思います。
　　また、当組合といたしましては、医師の、病院の先生との関係でございますけれども、救急救命士の研修であるとか、あるいは看護師の救急車の同乗体験であるとか、そのようなことを行いまして、相互に連絡を密にして良好な関係を築いておりますので、比較的ありがたいと、このように思っております。
　　また、当管内には２次医療施設が２件、それから３次医療施設が隣接するところに２件ございますので、他に比べますと比較的医療に関しましては恵まれておると、このように理解しておるところでございます。
　　また、広域化の関係でございますけれども、勉強会も３回やった後、全く進展がないものでございますので、その後の状況についてはそのまま進展のないままでありますので、また何かございましたら議会にもご報告申し上げたいと、このように考えておりますので、ご理解いただきたいと存じます。
　　以上でございます。
〇山中基充副議長　次に、５番・藤野登議員。
　　　　（５番「藤野　登議員」登壇）
〇５番（藤野　登議員）　５番、藤野登です。
　　質問に先立ちまして、本日11月11日は3.11から８カ月目を迎えました。発災直後から私は何度か現地に入り、ボランティアも重ねてまいりました。いまだに行方不明の方もいらっしゃいます。この場をおかりいたしまして、亡くなられた方、またいまだ行方不明の方に、改めてお悔やみと一日も早く発見されることを望む次第でございます。また、本組合におかれましては、消防援助隊として発災直後から現地に行き、あの惨状の中、私も５分と車の外から出られない状況はテレビ、報道等ではわからないこの現状に、当組合の職員が行かれたということに改めて敬意と感謝を申し上げさせていただきたいと思います。それでは、通告に従いまして一般質問を行います。
　　はじめに、消防統計について質問します。以下、平成20年から直近10月までの数値についてお伺いいたします。
　　①、救急出場件数について、②、そのうちの不搬送の件数について、③、ドクターヘリ及び防災ヘリの要請件数について、④、緊急通報システムの登録者数について、⑤、その登録者による通報件数についてお伺いいたします。
　　続きまして、消防行政について質問します。近年、メディカルコントロールの体制を構築していく自治体が増加してきました。メディカルコントロールの究極の目的は、生命を救うことであり、情報のソースを救急現場と医療機関をネットワーク化することによりシステムとして救命の質を向上することであります。同様に自治体の報告内容を見ますと、救急医療情報システムの導入により救急隊と医療情報機関との情報の共有が可能となり、その結果、搬送医療機関の迅速な選定により救急隊の負荷が低減し、救命率が上がった等の実績が出ているとのことです。本システムは今後全国の自治体で導入されるものと推察します。
　　そこで質問ですが、本組合における救急医療情報システムについて、本組合におきましても導入に向けて研究に値すると考えますが、ご所見をお伺いいたします。
　　次に、最初の質問にありました、この答弁をいただけると思いますが、年々救急要請は増加傾向と思います。特にドクターヘリの要請は顕著に増加しているのではないでしょうか。私も外にいる機会が多いのですが、上空をドクターヘリが飛んでいるのを最近特に多くなったように感じております。これは傷病者が重篤化していることであります。まさに一分一秒を争う事態であります。このような現状にどのように対応していくお考えでしょうか、お伺いいたします。
　　また、医療情報や医療機関情報の提供や共有についてのご所見をお伺いいたしまして、１回目の質問を終わります。
　　　　（５番「藤野　登議員」降壇）
〇山中基充副議長　石井消防長、答弁。
　　　　（石井利幸消防長登壇）
〇石井利幸消防長　藤野議員さんからの２項目７点にわたりますご質問に順次お答え申し上げます。
　　最初に、消防統計に関する５点のご質問でございますが、平成20年から本年10月末までの救急出動件数及び不搬送件数につきましては、救急出場件数がそれぞれ平成20年5,600件、21年5,584件、22年6,225件、本年は10月末で5,267件でございます。また、このうちで不搬送の件数及びその割合でございますが、平成20年580件、10.4％、21年588件、10.5％、22年689件、11.1％、本年10月末で575件、10.9％でございます。
　　次に、埼玉県ドクターヘリの出動要請件数につきましては、平成20年２件、21年１件、22年７件で、本年は10月末で５件の出動要請を行いました。
　　次に、埼玉県防災ヘリコプターの救急に関する出動要請件数につきましては、平成20年以降に事案は発生しておりません。
　　次に、緊急情報システムの登録者数及び通報件数につきましては、坂戸市、鶴ヶ島市の合計で登録件数及び通報件数の順に申し上げますと、平成20年533件で67件、21年534件で80件、22年532件で64件でございました。また、本年10月末の登録件数は550件で、通報件数67件でございます。
　　次に、消防行政に関する２点のご質問にお答え申し上げます。最初に、今後増加する消防の救急行政への対応につきましては、救急出場件数は平成17年をピークに減少しておりましたが、平成22年に再度増加に転じ、初めて6,000件を超え、本年10月末におきましては前年比222件の増でございます。今後も高齢化社会の加速に伴い、救急医療体制の充実と市民の救急に対する意識の向上が重要と考えられますので、救急隊員等の資質の向上と医療機関との協力体制をより図るとともに、救急搬送者のうち軽症者が半数以上を占めますので、傷病の程度で一概に論ぜられませんが、救急車の適正な利用についてさらに市民に理解を深めるようにしたいと考えております。
　　次に、救急医療情報や医療機関情報の提供につきましては、現在埼玉県救急医療情報システムが運用されております。このシステムは、埼玉県救急医療情報センターと県内の医療機関及び消防本部をインターネットによりネットワークしており、埼玉県内の医療機関から収集いたしました診療の可否や空床の有無等、救急医療情報を共有することにより救急医療活動を支援し、県内の救急医療体制、搬送体制の円滑化及び効率化を図ろうとするものでございます。当組合におきましても、救急隊が傷病者の受け入れ機関を選定するに当たり、受け入れ要請回数や選定時間を減らすために有効な手段として活用しております。
　　以上でございます。
　　　　（石井利幸消防長降壇）
〇山中基充副議長　５番・藤野登議員。
〇５番（藤野　登議員）　それでは、ただいまご答弁ありました救急出場件数及びドクターヘリ、また救急通報システム、また登録者数、通報件数、すべてに増加していることを踏まえまして、消防行政について再質問をいたします。
　　ただいまの答弁の中で、救急車の適正利用についてご答弁がございました。市民の理解をという内容でありました。それでは、救急車の適正利用についてどのような方法で周知されているのか、お伺いいたします。
　　一時的な広報やお願いでは、なかなか119通報は減少しないと考えます。私もこの119通報を否定しているわけではございませんが、不搬送が先ほどのご答弁で約１割あるということで、一概にこの不搬送が全部軽微であるとは申し上げませんが、その上でご提言させていただきます。
　　市民の方々が各ご家庭で常に目に触れられるような救急マニュアルを例えば電話の横とか冷蔵庫の横とかに置けるような形で作成するお考えについてお尋ねいたします。
　　次に、救急現場のトリアージの手法についてお伺いいたします。また、救急現場の支援といたしまして、ＰＡ連携、本組合でも行われておりますが、出場も今後高齢化社会に伴い増加すると考えます。そのような中、先日の報道でＰＡ連携に待ったがかかりました。自治体によっては中止をしているところもございます。道交法違反とのことでした。本組合ではどのような解釈か、お聞きいたします。
　　最後に、救急医療情報システムについてですが、本組合では埼玉県の医療機関の情報を救急医療情報に活用しているとのことでした。このシステムの詳細についてはわかりませんが、例えば市民が見て自分の症状を確認し、例えば既往の症状とか持病などこの症状であればこの病院に行こうというような内容であれば、119通報を減少させる手法として有効と考えます。
　　私の調査では、九州の自治体でこのような病状、年齢、医療機関、地図、連絡、予約というようなキーワードを入力することにより、パソコンや携帯電話から見ることができる医療情報システムが運用されています。本組合で現在利用しています埼玉県の医療情報を消防組合のホームページに張りつけ、市民が情報を共有することにより少しでも119番の通報の件数が減れば、非常に効果的であると考えますが、ご所見をお伺いいたしまして、再質問を終わります。
〇山中基充副議長　石井消防長、答弁。
〇石井利幸消防長　藤野議員さんの２回目の質問にお答え申し上げます。
　　救急車の適正利用についての市民への周知方法につきましては、以前から実施しております普通救命講習会及び上級救命講習会の際に、受講者に対して救急の実態について理解を求めるとともに、消防庁で作成いたしました冊子等により協力をお願いしております。
　　また、９月９日開催の救急フェアや各地区の自主防災会で実施しております防災訓練におきまして、救急の現状について直接市民の方へ説明するとともに、本組合ホームページや坂戸市、鶴ヶ島市の広報紙に掲載するとともに、啓発ポスターを掲示し、救急車の適正利用のお願いをしておるところでございます。
　　さらに、救急車の適正利用に関するマグネットシートを各救急車の車体に貼付し、市民への呼びかけを実施しております。
　　次に、救急要請時及び救急現場での傷病者のトリアージにつきましては、まず市民からの119番通報が入電した際に、指令課職員がその通報内容から緊急度、重症度の判断を実施しております。さらに、救急現場におきましては救急隊員が傷病程度を判断し、医療機関に搬送している状況でございますが、特に脳血管障害が疑われる場合は、症状による幾つかの判断基準を用いて傷病程度を判断しております。
　　次に、救急出動の際にポンプ車が一緒に出場するいわゆるＰＡ連携で、ポンプ車の緊急走行が道路交通法に抵触するのではないかと一部で報道された関係でございますが、警察庁及び消防庁から現在明確な見解が出ておりませんので、現状を保ちながらその結果を待ちまして対応してまいりたいと考えております。
　　次に、市民への医療機関情報の提供方法につきましては、市民からの電話での問い合わせには指令課職員が対応しております。内容につきましては、救急車を呼ぶほどではないが、かかりつけの病院もなく、診察してもらえる医療機関がわからないといった場合の休日、祝日や夜間などで診療可能な医療機関の照会等が主でございます。
　　また、埼玉県救急医療情報センターでは、24時間体制で医療機関案内サービスを実施しており、県民からの電話での問い合わせに医療機関情報を提供しております。さらに、埼玉県のホームページにおきましては、医療機能情報提供システムにより病院や診療所、外来の受付時間等の情報が閲覧できるようになっております。
　　また、本組合ホームページから埼玉県医療機能情報システムが閲覧できるようにする件でございますが、構成両市のホームページに休日夜間診療の案内もありますので、今後検討してまいりたいと考えております。
　　また、救急に関します冊子を作成し、配布する件でございますが、貴重なご提言をいただきましたので、同様に今後検討してまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。
　　以上でございます。
〇５番（藤野　登議員）　了解。
〇山中基充副議長　以上で一般質問を終了いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎閉議の宣告
〇山中基充副議長　以上をもちまして、今期定例会の議事はすべて終了いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎副議長のあいさつ
　　　　（山中基充副議長起立）
〇山中基充副議長　閉会に当たり、一言ごあいさつを申し上げます。
　　議員の皆様のご理解とご協力を賜り、閉会の運びとなりましたことに深く感謝を申し上げます。
　　ことしの夏は、猛暑日が続いた上に、福島第一原子力発電所の事故の影響により、東京電力管内においては電力の供給不足が懸念されました。企業及び国民の節電意識の高まりでこの危機を乗り越えた夏でもありました。
　　しかしながら、季節は確実に移り変わり、立冬を過ぎ、日ごと秋の深まりとともに、朝夕肌寒さを感じられるころになりました。議員各位におかれましては、時節柄何かとご多用のこととは存じますが、くれぐれも健康にはご留意いただきまして、今後とも地域の進展と消防行政の推進のため、なお一層のご尽力を賜りますことをお願いを申し上げ、閉会のごあいさつとさせていただきます。
　　ありがとうございました。
　　　　（山中基充副議長着席）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎管理者のあいさつ
〇山中基充副議長　伊利管理者からあいさつのため発言を求められておりますので、これを許可します。
　　伊利管理者。
　　　　（伊利　仁管理者登壇）
〇伊利　仁管理者　それでは、議長のお許しをいただきましたので、閉会に当たりましてごあいさつを申し上げます。
　　議員の皆様方におかれましては、極めてご多用の中、平成23年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会にご出席を賜り、提出議案２件につきまして慎重ご審議の上、いずれも原案どおりの承認並びに認定をいただきまして、深く感謝を申し上げる次第であります。
　　平成23年度も早いもので第３・四半期の半ばを迎えておりますが、議員各位のご理解とご協力をいただきまして、当初計画いたしました事務事業も順調に進捗をいたしております。
　　それでは、７月議会定例会以降の各種事業並びに火災等の概要につきましてご報告を申し上げます。
　　はじめに、各種事業でありますが、８月１日から３日の３日間、昨年に引き続き、消防本部におきまして、坂戸市及び鶴ヶ島市内の小中学校の教職員等を対象に応急手当てに関する知識、技術の普及を図るとともに、学校内での不測の事態に対処するため、応急手当て普及員講習会を開催をし、37名の先生方に受講をしていただきました。
　　９月９日救急の日には、ワカバウォークにご協力をいただき、救急フェアを開催し、心肺蘇生法やＡＥＤの取り扱い等、応急手当て普及活動を行い、多くの市民に体験していただきました。また、消防音楽隊・カラーガード隊による音楽を通した防火思想の普及をはじめ、住宅用火災警報器の設置普及活動等、火災予防運動を展開いたしました。
　　10月17日には、坂戸市民総合運動公園におきまして、第26回屋内消火栓操法大会を開催をいたしましたところ、管内24事業所から選出された男子21チーム、女子４チームの合計25チームの参加をいただき、日ごろの訓練の成果を披露していただきました。
　　10月25日、26日には、今年度２回目の防火管理者資格取得講習会を開催いたしまして、各事業所から48名の方々が受講し、防火管理に関する知識を習得していただきました。
　　10月27日には、職員採用第１次試験に合格した14名を対象に第２次試験を実施いたしました。採用人員は５名を予定をいたしているところでございます。
　　11月６日には、坂戸市民総合運動公園におきまして坂戸・鶴ヶ島消防組合特別点検を実施をいたしました。当日は、消防職員・消防団員約360名、消防車両26台が集結をし、関係者のご列席のもと、人員・服装・規律の点検をはじめ、機械器具点検、放水試験等各種点検を行いました。特に分列行進時には安心・安全を支える消防の勇ましさを多くの市民にごらんをいただきました。議員各位におかれましては、早朝よりご臨席を賜り、ご指導いただきましたことに、改めて深く感謝を申し上げる次第であります。
　　11月９日から15日までの１週間、秋季全国火災予防週間の一環として、消防署・消防団につきましては、消防車両による市内巡回広報をはじめ、９日には坂戸駅・北坂戸駅におきまして、坂戸市消防団女性部が、また若葉駅及び一本松駅におきましては消防本部職員により、それぞれ通勤通学者を対象に街頭キャンペーンを展開をいたしました。
　　次に、本年１月から10月までの火災件数は51件で、前年同期と比較いたしますと４件の減となっており、このうち建物火災は25件であります。
　　次に、本年１月から10月までの救急出場件数は5,267件で、前年同期と比較いたしますと222件の増となっております。今後におきましても各種災害に的確に対応し、住民の負託にこたえるべく万全を期してまいる所存でありますので、議員各位には変わらざるご支援、ご指導をお願いを申し上げるものでございます。
　　ここに、議員の皆様方のご理解とご協力をいただき、本日の定例会が滞りなく終了できましたことに対しまして、心から御礼を申し上げますとともに、いよいよ寒さも厳しさを増してまいります。皆様にはくれぐれも健康にご留意をいただくとともに、ますますのご活躍をお祈り申し上げまして、ごあいさつといたします。
　　ありがとうございました。
　　　　（伊利　仁管理者降壇）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎閉会の宣告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午後　零時０４分）
〇山中基充副議長　これをもちまして、平成23年11月第３回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会の議事を閉じ、閉会といたします。
